
第１６田原市男女共同参画推進懇話会 次第 
 

日 時：平成２４年５月２５日（金）     

午後１時３０分から          

場 所：田原市役所北庁舎３階 第一委員会室 

 

１  あ い さ つ  

 ○ 会長あいさつ 

 

 

 ○ オブザーバーあいさつ 【資料１】 

 

 

 

２  報  告  事  項 

（1）各委員の取組状況 【資料２】 

 

 

（2）市の取組状況 【資料３】 

 

 

 

３  協 議 事 項  

（1）平成24年度の重点推進テーマについて 【資料４】 

    （平成23年度テーマ「男女を隔てる意識の解消」） 

    平成24年度テーマ                       

 

 

 

（2）第５回男女共同参画フェスティバルについて 【資料５】【資料５－１】 

   ≪平成24年８月26日（日）開催≫ 

   ア 映画作品について（事務局より報告） 

 

 

 

   イ 開催時間について 

      （平成23年度）第４回フェスティバル：午前10時～午後4時10分 

 

 

 



 

（3） 田原市男女共同参画推進プラン中間見直しについて  

【資料６】【資料６－１】【資料６－２】【資料６－３】 

   ○見直しの流れ、庁内ワーキング会議報告 

 

 

 

（4）男女共同参画フェスティバル運営部会、男女共同参画推進プラン修正部会委員 選任 

   ○フェスティバル運営部会委員 

 

 

 

   ○推進プラン修正部会委員 

 

 

 

 

（5）意見交換 

   ○田原市男女共同参画推進プラン中間見直しについて 

 

 

 

 

 

 

４  そ の 他 

○市民提案型委託 男女共同参画啓発事業について 

  平成24年６月中旬頃から募集開始 

 

 

 

 

○今後の予定 

・第１回フェスティバル運営部会：６月上旬頃（予定） 

・第１回推進プラン修正部会：７月頃（予定） 

・次回懇話会開催：平成24年10月頃（予定）  

 

 

 

 

 

 

 



 

（配布資料） 

 【資料１】専業主婦世帯に見られる経済格差に関する調査結果 

 【資料２】各委員の取組状況 

 【資料３】推進プランに基づく市の取組事業概要（第15回懇話会資料） 

 【資料４】平成２４年度重点推進テーマについて 

 【資料５】第５回男女共同参画フェスティバル企画概要 

 【資料５－１】第４回男女共同参画フェスティバル開催状況 

 【資料６】田原市男女共同参画推進プラン中間見直しについて 

 【資料６－１】田原市男女共同参画推進プラン中間見直し行程表 

 【資料６－２】第３次男女共同参画基本計画 

 【参考６－３】あいち男女共同参画プラン2011-2015（概要版） 

 【参 考】田原市男女共同参画推進プラン ※新任委員のみ配布 

 【参 考】田原市男女共同参画推進プラン（概要版） ※新任委員のみ配布 

 【参 考】田原市男女共同参画推進懇話会規約 ※新任委員のみ配布 

 



第１６回田原市男女共同参画推進懇話会委員名簿 

（任期：平成 23 年 6月 17 日～平成 25 年 3 月 31 日） 

通番 役 職 氏  名 区     分 備考 

１ 会 長 中 村 都祁子 市の関係組織 行政相談委員  

2 副会長 河 邉 寿 夫 地 域 団 体 田原市地域コミュニティ連合会理事（野田校区会長）  

３ 委 員 岩 田 大 介 地 域 団 体 社団法人田原青年会議所副委員長 欠 

４ 委 員 松 野 美 香 地 域 団 体 たはら国際交流協会事務局  

５ 委 員 鈴 木 政 義 医 療 団 体 愛知県厚生農業協同組合連合会渥美病院事務次長  

６ 委 員 菊 池 邦 子 福 祉 団 体 社会福祉法人田原市社会福祉協議会主任  

７ 委 員 森 下 静 子 市 民 団 体 女性会議 WIT ウィット代表  

８ 委 員 吉 武 正 康 産 業 関 係 愛知外海漁業協同組合代表理事組合長 欠 

９ 委 員 鈴 木   信 産 業 関 係 田原市認定農業者連絡会会長 欠 

10 委 員 大久保 哲 夫 産 業 関 係 愛知みなみ農業協同組合人事課長  

11 委 員 榎 本 明 美 産 業 関 係 渥美商工会女性部長 新 

12 委 員 太 田 敦 子 産 業 関 係 田原市商工会女性部副部長 新 

13 委 員 加 藤 昌 高 産 業 関 係 渥美半島観光ビューロー 事業推進本部員 欠 

14 委 員 柴 田   登 市 議 会 田原市議会議員  

15 委 員 本 田 則 子 各種委員会 田原市更生保護女性会（田原市防災会議） 新 

16 委 員 鈴 木 貴 江 各種委員会 田原市農業委員会委員 欠 

17 委 員 渡 辺 峰 男 各種委員会 田原市教育委員会委員 欠 

18 委 員 川 口 昌 宏 市 の 職 員 田原市市民環境部長  

19 委 員 永 田 みよ江 その他市民 公募者  

20 委 員 平 野 利 依 その他市民 公募者  

 

役 職 氏  名 区     分 備考 

オブザーバー 武 田 圭 太 学識経験者 愛知大学教授  

 

事務局 

(次長兼課長) 渡 邊 澄 子 

(副 主 幹) 松 井 茂 明 
田原市市民環境部 

市民協働課 
(主 事 補) 柴 田 奈津子 

 



 
 

第 1６回田原市男女共同参画推進懇話会席次表 

（敬称略） 
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たはら国際交流協会 

委員 松 野 美 香 
 

 

愛知県厚生農業協同組合連合会 

渥美病院事務次長 

委員 鈴 木 政 義 
 

 

 

田原市社会福祉協議会主任 

委員 菊 池 邦 子 
 

 

女性会議ＷＩＴウィット代表 

委員 森 下 静 子 
 

 

 

愛知みなみ農業協同組合人事課長 
委員 大 久 保 哲 夫 
 

 

渥美商工会女性部部長 
委員 榎 本 明 美 

 

 

田原市商工会女性部副部長 

委員 太 田 敦 子 

 

 

田原市議会議員 

委員 柴 田  登 
 

 

 

田原市更生保護女性会 
委員 本 田 則 子 
 

 

田原市市民環境部長 
委員 川 口 昌 宏 
 

 

 

公募委員 

委員 永 田 み よ 江 
 

 

公募委員 
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各委員による取組状況報告 
平成24 年５月25 日（金）第16 回懇話会 

 

 委員連絡票 １  

 

名  前 
田原市地域コミュニティ連合会 

河邉 寿夫 
連絡票№ １ 

  

 

○地域コミュニティ協議会及び自治会役員への女性参加を呼び

かけていきたい。 

 

資料２ 
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 委員連絡票 ２  

 

名  前 
たはら国際交流協会 

松野 美香 
連絡票№ ２ 

  

 

○当協会事業すべてを、男女の分け隔てなく行っています。 

 

 ・委員、役員は男女に関係なく登用しています。 

 ・市民海外派遣にも男女ともに参加しています。 

 ・各語学教室、交流会にも男女ともに参加していただいてい

ます。 

 ・在住外国人女性には、できるだけ行事に参加していただき、

通訳を依頼することもあります。 



3 
 

 委員連絡票 ３  
 

名  前 

田原市防災会議 

田原市更生保護女性会 

本田 則子 
連絡票№ ３ 

  

○更生保護ボランティアの一員として、目的をもって気づき、

考え、行動することが極めて大切であると、会長職を受け

改めて重大だと思っています。 

 

 ①田原市更生保護女性会が、田原市赤十字奉仕団とイコー

ルとなっているが、各地区の会員の任期が長くないた

め、災害時の対応は十分にできないのではないかと心配

される。 

 

 ②田原保護区保護司会の男女別構成は、２６：１と女性が

わずか１名です。 

 

 ③更生保護活動は保護司、ＢＢＳ会と更生保護女性会がス

クラムを組んで行動していますが、今後、女性保護司の

数を増やすためにも更生保護女性会があらゆる場面で

がんばって、地域に根ざしたボランティア活動をしてい

くことを考えています。 
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 委員連絡票 ４  
 

 

名  前 
公募委員 

永田 みよ江 
連絡票№ ４ 

  

○「２０１２アースデイたはら」に参加しました。 

（４月２２日（日）＠白谷海浜公園ふれあい広場） 

  悪天候にもかかわらず、参加者の多さにもびっくりしまし

たが、実行委員会のほとんどが、子育て中の女性たち中心で

あったのには、もっとおどろきがありました。背中に子ども

をおんぶしたり、抱っこしたりしばがら、てきぱきと会場の

見回り・指示をしている様は、まさに新しい感覚でした。 

  

  私たちの世代は、社会の制度に対して仲間内で少し不満を

言うのが精一杯でしたが、家庭科共修の世代は、確実に社会

に根を張り、花を咲かせつつあると感じました。 

 

  また、東三にじの会総会で、ある男性の来賓の方が、「社会

の閉塞感がある今、その体制をつくった男性のみの手でそれ

を解決しようとしてもできない、女性の視点をどんどん入れ

ていくことが大事」と言われたことにも感動しました。 
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 委員連絡票 ５  

 

名  前 
行政相談員 

中村 都祁子 
連絡票№ ５ 

  

 

○平成２４年度から使用されている中学生の教科書“技術家庭

科”の教師用学習指導書に私たちが地域で活動している“あか

ばねひらがなの会”（日本語教室・多文化交流）のことが掲載

されています。 

 

 



6 
 

 委員連絡票 ６  

 

名  前 
女性会議ウィットWIT 

森下 静子 
連絡票№ ６ 

  

 

女性会議ウィットＷＩＴの活動から 

○４月２１日 東三にじの会総会（豊川ゆうあいの里） 

記念イベントウィット製作の大型紙芝居「モモタローノーリターン」上演 

 

○５月６日 北山映画作製プロジェクト映画作製 

 

○５月１０日 ウィット総会 参加者１２名 

 山上千恵子監督登カメラマン参加 

 北山先生の性教育を軸とした映画製作について情報交換会・交流会 

 大羽チズヱさんをゲストに性教育について、小さい時からの科学と人権

の視点での性教育を積み重ねていくことの大切さを語ってもらいまし

た。性に関することを否定的なこととして位置付けしていくことが、多

くの問題を生み出しています。 

 

○５月２０日 どろんこ村 参加者２３名 

 ①山本県議の県政報告会～愛知県の男女参画施策と３月の議員質問の名

京から報告 

 ・ポジティブアクションについて 日本愛知県市町村の状況 

  →なかなか進んでいない状況。 

 ・ジェンダーエンパワーメント指数の日本の状況について 

  国連開発計画（ＵＮＤP）「人間開発報告書」では、各国女性の活躍を

表すＧＥＭ（ジェンダーエンパワーメント指数）を用い、順位を発表

しています。「人間開発報告書 2009」によると、日本は、ＧＥＭ測

定可能な109 か国中、57 位ですが、先進国の中では著しく下位にあ

り、世界の中で日本の男女共同参画の推進の遅れを示す一つの有数な

指数として注目されています。 

 ・「性教育について」 簡単に進められることではないだけに、絶えず

丁寧に取り組み続けることをしていかなくてはならない。 
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 ②広域ガレキ処理、大村知事の田原市へのガレキ受け入れ要請につい

て情報交換会 

  

 ・子どもと健康の不安（放射線、重金属） 

 ・広域ガレキ運搬にかかる大きな費用（現地で行う場合の平均６倍以

上の経費） 

 ・補助金は国から被災県に行き、それが広域処理受け入れ県に行って

いる流れ 

 ・補助金の期限が平成26 年３月までで減額されること 

 ・昨日の時事ドットコムの記事によると震災ガレキはすでに当初想定

の半分以下しか残っていない（宮城県） 

 ・当初想定の 344 万トンから百数十万トンに減ることが 19 日わか

った。 
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 委員連絡票 ７  

 

名  前 
公募委員 

平野 利依 
連絡票№ ７ 

  

 

市議会主催の地区の報告会に初めて参加しました。市議会を身近に、

市民にも近づいてきてほしいという趣旨だと、説明を受けました。議会

事務局も３人くらい参加され、きちんと記録をとっていました。（つまり

は、それだけ税金が投入されている会です） 

 内容は３月議会の報告。補正予算の報告です。大事な事ですが、なぜ

か、足が遠のきますね。 

実際市民でも地区役員の男性ばかり。50 人くらいの参加者でしたが、

私と友人二人だけが女性という雰囲気。暮らしと政治は、繋がっている

もの、男性女性は関係ないはず、何が足りないのか、市議会議員さんも

アイデアを出した会ではあるし、市民の意識が低すぎるのか。私の中で

はもんもんとしつつ、次回は行かないだろうなって気がします。（時間と

エネルギーが湧いてこない） 

 

田原市役所で、まだ育休をとる男性職員がいない事。まずは、公務員

が率先して、男女共同参画社会の実現に向けて頑張って頂きたいです。

何が取れなくさせているのか、解析が必要ですね。仕事で迷惑かけそう

なら、補充する事が制度になければ。（教員のように）子育てに向き合う

事は、絶対仕事のキャリアに繋がる。社会全体の応援体制が必要ですね。

まずは第１号が早期に現れる事を望みます。 
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田原市男女共同参画推進プランに基づく市の取組事業（概要） 

平成 23 年度実施事業・平成 24 年度実施予定事業 

★H24 年度新規事業 

Ｉ 人権尊重と男女平等の意識づくり 

重点テーマ 男女の人権尊重、男女共同参画教育、社会制度・慣習の見直し、意識改革 

テーマ 担当課 H23 年度実施状況 H24 年度取組予定 

子育て

支援課 

家庭相談事業 

（市役所子育て支援課・渥美福祉センターに家庭相談員を

各１名配置し、家庭内の諸問題に関する相談対応、要保

護児童・要支援家庭の見守り） 

児童虐待防止対策事業 

（児童虐待等の早期発見と支援、市民への啓発） 

継続 

①
男
女
の
人
権
尊
重 福祉課 

援護Ｇ 

人権擁護に関する啓発活動 

第４回男女共同参画フェスティバルにて啓発 

継続 

学校教

育課 

教職員研修事業 

（研修の中に男女共同参画の視点を盛り込む。） 

継続 

生涯学

習課 

青少年健全育成事業 

各市民館での家庭教育教室を開催 

女性、子どものための各種講座を開催 

各種イベント等で託児ボランティアを設置 

継続 

男女共同参画推進事業 

男女共同参画フェスティバル開催支援 

継続 

啓発パンフレット（農家向け）作成 

男女共同参画だより作成（商工業者等へ配布） 

★男女共同参画啓発

事業（提案型） 

 パンフレット作成、

その他啓発事業 

ほーもん講座実施（依頼なしのため実施実績なし） 随時 

②
男
女
共
同
参
画
教
育
・
啓
発
の
充
実 

市民協

働課 

広報たはらにて、男女共同参画を実践している市民、関

係する事例の紹介 ※広報秘書課にて広報たはらに掲載

継続 

③
男
女
共
同
参
画
の
視
点
に
立

っ
た
社
会
制
度
・
習
慣
の
見
直
し 

市民協

働課 

男女共同参画推進事業 

パンフレット・広報紙を発行 

市民アンケート調査で市民意識の把握（H23 年度のみ）

継続 

資料３ 
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Ⅱ 誰もが参画のまちづくり 

重点テーマ 方針決定過程への男女共同参画促進 

防災・環境・観光・地域・国際交流の分野への男女共同参画促進 

テーマ 担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定 

人事課 市女性職員の登用促進 

性差にかかわらず、意欲や能力のある職員を登用 

市の管理監督者の女性職員登用率：26.3% 

（H22：24.6%） 

継続 

H24 市の管理監督者の

女性職員登用率：28.7%

（目標値：30%） 

市民協

働課 

関係各課の各種審議会、委員会への女性登用率調査、女

性登用促進 

審議会、委員会等の女性比率：17.23%（H22：16.51%）

継続 

審議会、委員会等の女

性比率目標：30% 

福祉課 民生児童委員、保護司、人権擁護委員の活動支援、女

性委員の割合に配慮 

民生児童委員の女性比率：40.4%（H22：40.4%） 

保護司の女性比率：3.7%（H22：7.4%） 

人権擁護委員の女性比率：60%（H22：30%） 

継続 

＜目標値＞ 

民生児童委員女性比

率：50% 

保護司女性比率：30% 

人権擁護委員女性比

率：60% 

①
方
針
決
定
の
過
程
へ
の
男
女
共
同
参
画
促
進 

教育総

務課 

教育委員会委員の女性委員の割合に配慮 

 教育委員会委員 4 名中女性 2 名 

継続 

②
防
災
へ
の 

女
性
参
画
促
進 

防災対

策課 

防災意識啓発事業、自主防災活動推進事業 

防災に関するワークショップ、研修会への女性参加促進

女性対象防災講習会参加人数：424 人（H22：142 人）

防災対策事業（男女双方の視点に配慮した防災対策） 

継続 

③
環
境
分
野
へ
の 

参
画
促
進 

環境衛

生課、 

ｴｺｴﾈ推

進室 

各種会議への女性登用促進 

ＮＰＯ団体の支援、会員の女性比率把握 

継続 

④
地
域
づ
く
り
、
観
光
事
業
、

市
民
と
の
協
働
事
業
へ
の 

参
画
促
進

市民協

働課 

地域団体、役員への女性登用促進 

地域づくり、地域活動支援 

継続 

地域コミュニティ活性

化研究会にて、「女性参

加の拡大」について検

討 
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テーマ 担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定 

⑤
国
際
交
流
へ
の 

男
女
共
同
参
画
促
進 

広報秘

書課 

多文化共生への取組 

（在住外国人の自立支援、複数言語に対応した生活ガイ

ドブック作成） 

（ガイドブック作成は H23 年度で終了） 

継続 

★日本語ボランティア

養成講座開催 
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Ⅲ 生涯安心の暮らしづくり 
重点テーマ 生涯にわたる心身の健康づくり、ひとり親家庭に対する生活支援、 

高齢者と障害者の生活の安定と自立支援 

テーマ 担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定

健康課 

保健予防Ｇ 

健康まつり開催事業、成人保健事業 

成人検診事業、成人保健事業 

（健康診査、乳ガン検診等、各種検診の受診を促進。

検診の土日開催や複数の検診にまとめて実施して

おり、受診しやすさの向上に取り組んでいる） 

継続 
①
生
涯
に
わ
た
る
心
身
の
健
康
づ
く
り
へ
の
支
援 

健康課 

母子保健Ｇ 

乳幼児健診事業（乳幼児健診の受診促進） 

母子保健事業（母親の育児負担軽減、保護者が安心して

できる子育てに関する取組） 

パパママスクール開催、育児相談、家庭訪問の実施 

子育てネットワーク会議開催 

母子感染症予防事業 

継続 

（妊婦とその夫を対

象としたクッキング

コースは H23 年度

で終了） 

福祉課 

介護保険Ｇ 

介護予防福祉用具購入事業、介護予防住宅改修事業 

介護予防サービス計画事業 

介護予防特定高齢者施策事業 

介護予防一般高齢者施策事業、総合相談事業 

介護予防ケアマネジメント事業、権利擁護事業 

ケアマネジメント支援事業 

介護予防サポーター養成研修 

介護者支援事業（要介護者を介護する家族の不安解消の

ための支援。おむつの取り換え教室等

を開催） 

継続 

福祉課 

福祉Ｇ 

老人保護措置費支給事業、高齢者加治援助事業 

高齢者福祉タクシー・バス料金助成事業 

家庭介護用品支給事業、緊急コールシステム運営事業 

高齢者生活管理指導短期宿泊サービス事業 

高齢者配食サービス事業、高齢者防災器具等設置事業 

高齢者寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 

生活支援ハウス運営事業 

生涯生活支援センター運営事業 

（各種事業による障害者・高齢者に対する支援） 

継続 

②
高
齢
者
と
障
害
者
の
生
活
の
安
定
と
自
立
支
援 

福祉課 

援護Ｇ 

成年後見制度利用支援事業 

 （高齢者・障害者が福祉サービスを利用する際の権利

保護のための成年後見制度利用支援） 

継続 
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テーマ 担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定

③
ひ
と
り
親
家
庭
に
対
す
る 

生
活
支
援 

子育て 

支援課 

母子父子家庭等相談事業 

母子家庭自立支援給付金支給事業 

（母子家庭等の自立促進のための研修会受講者等に対

する支援） 

母子父子家庭支援事業 

（母子父子家庭を支援するための家庭生活支援員を派

遣。H23 年度は派遣実績なし） 

継続 
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Ⅳ 働きやすい場づくり 

重点テーマ 事業所における性差別の解消、仕事と家庭の両立支援、女性のチャレンジ支援 

農林・水産・商工などの自営業における男女共同参画推進  

テーマ 担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定 

商工観光

課 

雇用推進事業（市役所窓口にて、雇用促進ついてのパン

フレット配布、情報提供等を行う。） 

事業所での男女共同参画に関する講座開催 

（H23 年度は開催実績なし） 

継続 
①
事
業
所
に
お
け
る 

性
差
別
の
解
消 市民協働

課 

啓発広報紙を商工会、企業に配布 継続 

生涯学習

課 

児童クラブ運営事業、社会教育推進事業 

（小学校の放課後に帰宅しても保護者がいない児童を

対象に児童クラブ・放課後子ども教室を開設。） 

待機児童数：24 人（６校区、H23 年度通年利用者） 

継続 

②
仕
事
と
家
庭
の
両
立 

子育て 

支援課 

児童館運営事業 

（西部児童館は H23 年 12 月に閉館） 

各種保育事業 

ファミリーサポートセンター運営事業 

地域子育て支援センター運営事業 

継続 

★移動児童館運営 

（地域の方の協力を得な

がら行う。具体的内容

等については検討中）

農業委員

会事務局 

農業委員会運営事業（家族経営協定締結の促進） 

  新規締結戸数：11 戸（H22：17 戸） 

継続 
③
農
林
水
産
商
工
な
ど
自
営
業 

に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
推
進 

農政課 

農政Ｇ 

農村生活アドバイザーの活動に対する支援 

（講座への講師派遣等を行う。依頼があれば対応） 

平成 23 年度実績なし 

認定農業者の支援 

随時 

④
女
性
の 

チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援

市民協働

課 

女性の就労等に関する情報提供 

女性を対象とした県セミナーの情報提供 

継続 
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Ⅴ 推進体制 

重点テーマ 推進体制の整備、計画の進行管理 

担当課 H23 年度取組 H24 年度取組予定 

人事課 職員研修事務 

 市職員向け研修会を開催 

H23 年 1 月開催 

講師：リスカーレ・コンサルティング代表 湯本壬喜枝氏 

テーマ：ワークライフバランス 

継続 

庁内ワーキングを開催（推進プランの進捗状況を把握）

懇話会開催（男女共同参画に関して審議） 

継続 

★推進プラン中間見直し 

市民協働

課 

市民アンケート調査実施  

 



 1

             推進目標の評価指標               
 

 

 

 

 

１．人権尊重と男女平等の意識づくり 
 

区  分 項  目 
策定時 

（H18） 

目標の値

（H28） 

現状の値 

（H23） 
備  考 

①男女共同参画の認知度（市全体） 知っている 37.2％ 50％以上 × 35.3％ 
市民アンケート調査 

（H23） 

家庭 18.6％ 25％以上 ○ 25.8％ 

職場 16.3％ 25％以上 × 16.3％ 

地域活動 25.8％ 30％以上 × 26.5％ 

社会通念等 10.7％ 15％以上 × 10.0％ 

法律制度上 35.5％ 40％以上 × 39.4％ 

政治 21.5％ 25％以上 × 20.4％ 

②各分野における男女平等意識 

学校教育 56.8％ 60％以上 × 54.7％ 

市民アンケート調査 

（H23） 

 

２．誰もが参画のまちづくり 
 

区  分（項  目） 
策定時 

（H18） 

目標の値

（H28） 

現状の値 

（H20～H23） 
備  考 

①審議会等（自治法202 条の 3）の女性比率 15.9％ 30％以上 × 17.2％ 市調査（H23） 

②委員会等（自治法180 条の 5）の女性比率 9.8％ 30％以上 × 18.2％ 市調査（H23） 

③市役所女性職員の管理監督者登用状況 23％ 30％以上 × 26.3％ 市調査（H23） 

④地域活動への参加（自治会） 37.7％ 上昇 ○40.1％ 
市民アンケート調査 

（H23） 

 

３．生涯安心の暮らしづくり 
 

区  分 項  目 
策定時 

（H18） 

目標の値

（H28） 

現状の値 

（H20～H22） 
備  考 

青年期 90.7％ 90％以上 ― 
壮年期 85.3％ 85％以上 ○ 86.3％ ①自分の健康状態を健全と感じる割合 
高齢期 70.2％ 75％以上 ― 

健康たはら２１計画調

査(H21) 

②介護サービス受給率 
 

85％ 88％ ○ 93.0％ 
介護保険事業報告
(H21) 

③女性の身体に関する自己決定権尊重 学習機会・意識啓発 充実度 ― 
市民アンケート調査 

（H23） 

 

４．働きやすい場づくり 
 

区  分 項  目 
策定時 

（H18） 

目標の値

（H28） 

★印はH23

現状の値 

（H17～H23） 
備  考 

洗濯は女性 75.0％ 減少 ○ 65.7％ 
①家庭での男女の役割分担の現状 

食事の支度は女性 73.4％ 減少 ○ 66.4％ 
市民アンケート調査 

（H23） 

②ファミリーサポートセンター支援件数  0 件 年500 件 × 46 件 市調査（H23.1 現在）

③児童クラブ件数  8 箇所 12 箇所 ○12 箇所 市調査（H23） 

25～29 歳 30.3％ 25％ × 25.6％ ④女性の年齢別就労割合における M 字曲線

の男性との差 30～34 歳 32.3％ 25％ × 29.4％ 
国勢調査(H17) 

⑤家族経営協定者数  143 戸 186 戸 ○ 220 戸 市調査（H23） 

⑥新規就農者数  217 人 258 人 ○ 371 人 県調査（H21） 

 

（凡例） ○…目標値を達成  ×…目標値に達していない 

策定時：平成18 年度 

目標値：平成28 年度（家族経営協定者数及び新規就農者数は平成23 年度） 

現状値：平成17 年度～平成23 年度 

★

★
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平成 2４年度の重点推進テーマについて 
この懇話会の活動をより効果的なものとするため、年度ごとにスローガン（重点推進テ

ーマ）を一つ掲げています。問題意識を共有しつつ、それぞれの立場で、相互に連携し

ながら具体的な取り組ができるようにしていきたいと思いますので、委員それぞれで重

点推進テーマの案について別紙「委員提案書」をご利用頂き、ご準備願います。 

重点推進テーマについては、自由にご提案いただいても、事務局が作成した参考案か

ら選んでいただいても結構です。 
 
 

１．テーマ検討のポイント  
（１）連携・協働が図れる取組み 
 

「田原市男女共同参画推進懇話会」は、市民、市民活動団体、事業者及び市の機関が、田原

市における男女共同参画を推進する協働の場を設け、全体又は個別に推進策に取り組むこと

が目的である。 

男女共同参画を推進する協働の場として、多様な主体との「連携・協働」により効果が期待

される取り組みをテーマとするのが望ましい。 
 

（２）取り組みやすいもの 
 

人的、予算的、技術的な面で、取り組みやすいテーマが望ましい。 
 

（３）より多くの人々への働きかけ 

男女共同参画に関心のない層や男女共同参画以外のテーマを掲げて活動する個人、団体等へ

の働きかけが必要である。 
 

 

（４）身近な課題 

地域の幅広い分野の課題を取上げ、男女共同参画の視点を活かしつつ、多様な主体と連携・

協働しながら課題を解決する実践的活動に取組むことが必要である。 

 
 

２．地域に住む人々が抱える課題の例  
 

（１） 就業・再就業 

就業・再就業の課題を抱える女性は多い。 

（２） ワーク･ライフ･バランス 

自分の希望に沿った生活を送るためには、仕事、子育て、介護等の家庭生活及び地域活動

の調和を図ることは重要な課題である。 

（３） 子育て 

身近な地域において抱える重要な課題である。 

（４） 配偶者等からの暴力 

配偶者や交際相手からの暴力の発生を未然に防ぐためには、男女の人権を尊重し、個人の

尊厳を傷つける暴力は許さないという意識を、地域社会に浸透していく必要がある。 

（５） 高齢者の社会参加・自立支援 

少子高齢化が一層進むことが見込まれるため、高齢者の社会参加と自立支援は、重要な課

題である。 

（６） 地域の外国人との共生 

国際化が進む中、在留外国人の数は増加している。 

（７） 災害への対応 

     東日本大震災以降、市民の防災への意識は高まっている。地域の防災活動への女性参加

が必要不可欠である。

資料４ 
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 事務局で作成した『重点推進テーマ』の参考案  

 

〔プランの推進目標１〕人権尊重と男女平等の意識づくり 
 

内容 １）男女の人権の尊重 ２）男女共同参画教育の充実 ３）男女共同参画の視点に立っ

た社会制度・慣習の見直し及び意識改革 

 
 
 
 

 
 

 
 

 

 
 
〔プランの推進目標２〕誰もが参画のまちづくり 

 

内容 １）方針決定過程における男女共同参画の促進 ２）防災・環境分野・地域づくり・観

光・市民協働・国際交流における男女共同参画の促進 

 

 
 

 
 

 
 

〔プランの推進目標３〕生涯安心の暮らしづくり 
 

内容 １）生涯にわたる心身の健康づくり支援 ２）高齢者・障害者の生活安定と自立支援  
３）ひとり親家庭に対する生活支援 

 

 
 

 

〔プランの推進目標４〕働きやすい場づくり 
 

内容 １）事業所における性差別の解消 ２）仕事と家庭の両立支援 ３）農林・水産・商業

など自営業における男女共同参画の推進 ４）女性のチャレンジ支援 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

■重点推進テーマ 案１「男女の人権尊重の推進」 

■重点推進テーマ 案４「男女を隔てる意識の解消」 ※H22、H23 年度テーマ 

■重点推進テーマ 案２「個人で取り組む男女共同参画の推進」 

■重点推進テーマ 案５「男女ともに参加の推進」 

■重点推進テーマ 案３「家庭における男女平等の推進」 

■重点推進テーマ 案６「身近な男女共同参画の推進」 

■重点取組テーマ 案７「男女ともに健康づくりの推進」 

■重点推進テーマ 案８「ワーク･ライフ･バランスの推進」 ※H21 年度テーマ 

■重点推進テーマ 案９「仕事場における男女共同の推進」 

■重点推進テーマ 案１０「女性チャレンジの推進」 
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（参考）具体的な取組の事例 
 

 「男女共同参画の視点」を意識しているものに限らず、結果として男女共同参画社会の実現に

資するものを取上げています。 
 

〔プランの推進目標１〕人権尊重と男女平等の意識づくり 
○DV 防止啓発カード作成（春日井市、愛知県） 

○DV 対策基本計画の策定（春日井市） 

 

〔プランの推進目標２〕誰もが参画のまちづくり 
○多国人向け相談（名古屋国際センター、愛知県国際交流協会） 

 

〔プランの推進目標３〕生涯安心の暮らしづくり 
○男の料理教室(豊橋市、田原市社会福祉協議会) 

○妻と夫の定年塾（豊橋市） 

 

〔プランの推進目標４〕働きやすい場づくり 
○チャレンジ相談の実施（愛知県） 

○看護師の再就職のための研修（豊橋市） 

○ワーク・ライフ・バランスのセミナー実施 

○親子参加型のものづくり教室 

○託児ボランティアへの登録（豊川市） 

○ボランティアによる絵本の読み聞かせ 

○地域ぐるみの子育て支援 

○子育て支援企業認定・表彰（名古屋市） 

○ファミリーフレンドリー企業への登録（県内５８６社） 

 

 

〔その他〕 
○市民まつりで「男女共同参画コーナー」開設（豊川市） 

○セミナー、連続講座の開催（ウィット） 

○啓発資材（DVD、パネル）の貸出による啓発活動(豊川市) 

○人材登録者を募集し、積極的な参加を促進（豊川市・新城市） 

○セミナー受講生のネットワーク組織づくり（豊橋市） 

○電話や面談による女性の悩みごと相談の活用（豊橋市・新城市） 

○男女共同参画に関する標語、川柳等の応募による啓発(豊橋市・豊川市・愛知県ほか) 

○男女共同参画月間の設定（春日井市） 

○押しかけ講座等による男女共同参画の理解促進（秋田県・佐賀県） 

○地域の女性が一歩を踏み出す様々なサポート 

（セミナー、イベント、生活情報紙、コミュニティカフェ）（滋賀県） 



 

第５回男女共同参画フェスティバル企画概要 
 

 
 概 要  

田原市男女共同参画推進プランに掲げる目標「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」を目指

し、男女共同参画の意識を市民に広く啓発するため、市民や市民活動団体による「第５回男女共

同参画フェスティバル」を実施する。 

男女共同参画映画祭では、女性の生き方や夫婦の絆等をテーマとした作品を上映し、来場者に

男女共同参画を啓発する。 

 

 主 催  

田原市男女共同参画推進懇話会  （事務局：田原市市民協働課） 

 

 日時・場所  

平成２４年８月２６日（日） 午前１０時～午後４時 （時間帯未定） 

田原文化会館 （愛知県田原市田原町汐見５番地） 

 

 内 容  

○団体の活動発表（ステージ発表、パネル展示、ブース出展） 

○映画祭（映画関係者の講演を検討中） 

  作品候補： 「60 歳のラブレター」 

 

 体 制   

  ○懇話会にフェスティバル運営部会を設置する。企画・準備を運営部会で進め、フェスティバル当日

の運営は懇話会委員全員で行う。 

  ○懇話会委員の中から運営部会委員を選定し、部会長を選出する。 

  ○フェスティバルまでに４回程度の運営部会を開催する。 

資料５ 



第 ４ 回 男 女 共 同 参 画 フ ェ ス テ ィ バ ル 開 催 状 況 

 

日 時：平成２３年８月２８日（日） 午前１０時～午後４時１０分 

会 場：田原文化会館 多目的ホール他 

主 催：田原市男女共同参画推進懇話会 

参加団体：市内外の団体及び個人（計３４） 

来場者数：約７００人 

 
■交流ひろば（多目的ホール他） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

↑ステージ発表 

団体出展ブース 

↑パネル展示 

ワークショップ 

↑多目的ホール内の様子 

■出展者アンケート結果 

・フェスティバルに参加してみて「とても良かった」、「まあまあ良かった」が約 70％ 

・次回のフェスティバルについて 

「ぜひ開催してほしい」が約 70％、 「開催してもよいが、内容を工夫すべき」が約 30％ 

・開催時期の希望について 

  「８月がよい」、「いつでもよい」がどちらも約 30％  （次いで、「９月」が 16％、「１０月」が 8％） 



■映画祭（文化ホール） 

  午後２時開演（午後１時３０分開場） 

  上映作品：『Flowers』（日本／2010 年／110 分） 

  来場者：約２３０人 （入場無料） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■来場者アンケート結果 

 

年代・性別 来場者全体の約 60％が５０代以上、全体の約 70％が女性 

フェスティバルをどこ

で知ったか 

「知人友人から」約 46％、「回覧を見て」約 20％、 

「チラシ・ポスターを見て」約 20％、「新聞折込チラシを見て」約 13％ 

フェスティバルの満足度 「満足」約 40％、「普通」約 50％、「不満」約 2％ 

≪意見≫ ・ブースが狭くゆっくり見られなかった。 

・出展内容と男女共同参画の内容が合っているのか、目的がわからない。等 

映画祭の満足度 「よかった」約 48％、「普通」約 20％、「よくなかった」約 3％ 

≪意見≫ ・映画のストーリー・内容がよくわからなかった。 

・女性の力強く生きていく姿に感動した。とても良い映画だった。 

・この映画が、フェスティバルのテーマに相応しいものとは感じられない。 

・映像、音響が悪く、観賞しにくかった。等 

↑オープニング 主催者・来賓あいさつ 

  （右） 懇話会 中村都祁子会長 

  （左） 鈴木克幸市長（来賓） 

←オープニング 

成章高校吹奏楽部による演奏 

↑上映映画 『Flowers』 （監督：小泉徳宏）

 昭和から平成までのさまざまな時代環境

の中、自分らしく懸命に生きる６人の女性を

描いた作品。 

資料 5-1 



平成 24 年度田原市男女共同参画推進プラン 

中間見直しについて 

 

田原市男女共同参画推進プラン（H18 年度策定） 
計画の期間 平成 19 年度～平成 28 年（10 年間） 
目 標  「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」  

 
 
見直しの目的 
策定時から５年が経ち、社会情勢の変化により、国の施策や市民の意識は変化し

ている。田原市の市民・事業者・行政等の置かれている状況に合わせてプランの

内容を見直す必要がある。策定時の社会と現在の状況を確認し、現状とのズレが

生じている部分を今の時代に即した内容へと改訂する。 

 
 
プラン修正部会 
 ○懇話会の中に修正部会を設置し、修正部会においてプラン見直しを進めるが、

懇話会でもプランについて意見交換を行い、懇話会と修正部会とでプラン見直

しを行う。 
 ○懇話会委員から修正部会委員を選定し、修正部会委員を選任する。 
 ○修正部会を２回程度開催する。（資料６－１参照） 

資料６ 



田原市男女共同参画推進プラン 平成 24 年度中間見直し作業の流れ（案） 

時期 ワーキング（以降「ＷＧ」と記載） 懇話会・修正部会 

 

H23 年度

２月 

 

H23 年度第 3 回 WG 

○社会状況や市の政策で 

プラン策定時より変化している点 

○必要・不必要な指標について 

 

H24 年度

５月 

 

 

5/11 第１回 WG 

○前回会議で出た意見を復習 

○策定時と現状とのずれ、必要・不要な項目に

ついて意見交換 

 

5/25 第 16 回懇話会 

○修正部会立ち上げ 

○第 1 回 WG 内容報告 

○策定時から変化していること（市民の状

況、委員それぞれの所属の状況等）を挙げ、

現状を把握。 

６月   

７月 第２回ＷＧ 

○推進施策・指標設定見直し 

 

８月   

９月 

 

 

  

（中旬）第１回修正部会 

○現状とプランとのずれを確認し、実際に修

正していく。 

10 月 

 

 

（上旬）第３回 WG 

○推進施策・指標設定見直し 

 

（下旬）第 17 回懇話会 

○修正した結果、修正しない部分に問題が生

じないか確認する。 

11 月   

12 月 

 

 （上旬）第２回修正部会 

○修正後のプランの全体を確認 

１月   

２月 

 

 

 

（下旬）第４回 WG 

○見直し後のプラン内容、指標を確認 

 

３月 

 

 

  

（中旬）第 18 回懇話会 

○修正部会より見直し後プランを報告 

H25 年度   

 

（H23 年 9 月 市民協働課） 

◆男女共同参画に関する市民アンケート調査実施 

⇒結果をプラン見直しに反映 

プラン印刷業務 

（１月）パブリックコメント実施予定 

資料６－１ 























































 

 

 

 

 

 

あいち男女共同参画プラン 2011－2015 
 

～多様性に富んだ活力ある社会をめざして～ 

 

【概要版】 

 

 

 

 

 

 

平成２３年３月 

愛 知 県 
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計画の基本的な考え方 

 

計画策定の趣旨 

少子高齢化の進展と人口減少社会の到来、世界的な金融危機に伴う経済・雇用環

境の悪化、貧困・格差の拡大などを始めとする社会経済情勢の変化や、平成 22 年

12 月に閣議決定された国の第３次男女共同参画基本計画の趣旨を踏まえ、愛知県男

女共同参画審議会の答申（平成 22 年 11 月）に基づき、新たな計画を策定すること

としました。 

 

 計画期間 

 平成 32（2020）年までの中長期を見据えつつ、平成 23（2011）年度から平成 27

（2015）年度までの５年間を計画期間とします。 

 

 計画の性格・位置づけ 

○ 男女共同参画社会基本法第 14 条及び愛知県男女共同参画推進条例第９条に基

づく計画であり、県における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につい

ての基本計画です。 

○ 県政の様々な分野における計画との連携を図り、これらの計画と一体となって、

本県における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を推進していきます。 

○ 数値目標を設定し、毎年度、その実施状況の検証をし、公表します。 

 

 基本目標 

「男女共同参画社会の実現」をこの計画の基本目標とします。 

 

 基本理念 

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある男女共同参画社会の実

現をめざします。 
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計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 男女共同参画社会に 

向けての意識改革 

Ⅱ あらゆる分野への 

社会参画の促進 

Ⅲ 多様な働き方を可能 

にする環境づくり 

Ⅳ 安心して暮らせる 
社会づくり 

男 

女 

共 

同 

参 

画 

社 

会 
の 

実 

現 

基本 

目標 
重 点 目 標 基 本 的 施 策 

３ 子どもにとっての男女共同参画 

４ 政策・方針決定過程への女性の参画

の拡大 

５ 地域活動における女性の地位向上と

活動分野の拡大 

１ 男女共同参画の理解の促進 

２ 男性にとっての男女共同参画 

６ 就業環境の整備と就業支援 

７ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進 

８ 人権の尊重と様々な困難を抱える

人々への支援 

９ 女性に対する暴力の根絶 

10 生涯を通じた健康づくりの支援 

計画の推進 

1 推進体制の整備・充実 

2 ウィルあいちを拠点とする推進 
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資料：県県民生活部「平成 20 年度県民意識調査」 
   内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」 
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男女共同参画をめぐる現状と課題 

 

男女共同参画に関する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々な分野における男女の参画状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本県は全国と比べて、固定的性別

役割分担意識を持つ人の割合が

高くなっています。 

○固定的性別役割分担意識を持つ

人の割合は、女性より男性の方が

高くなっており、男女間で意識の

違いが見られます。 

○政策・方針決定過程に占める女性

の割合は年々上昇しつつありま

すが、国際的には依然として低い

水準にとどまっています。 

○女性の年齢階級別有業率はＭ字

カーブを描いており、出産・育児

を機に就業を中断する女性が依

然として多いことがうかがわれ

ます。 

○家庭においては、妻の就業状況に

関わらず、「子育て」以外の家事

等のほとんどを妻が分担してい

ます。 

○地域活動においては、女性が実質

的な担い手となっているにもか

かわらず、自治会長など方針決定

過程への女性の参画は十分には

進んでいません。 

○理工学を専攻する女子学生の割

合は低く、男女で専攻分野に偏り

が見られます。 

◆「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方

◆年齢階級別有業率（愛知県） 

資料：総務省「平成 19 年就業構造基本調査」

◆自治会長に占める女性割合 

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成

又は女性に関する施策の推進状況（平成 22 年度）」 
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男女共同参画をめぐる社会の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○少子高齢化の進行により、将来

的には労働力の中心となる生産

年齢人口（15～64 歳）の減少が

見込まれています。 

○共働き世帯数は年々増加してお

り、片働き世帯数を上回って推

移しています。 

○男女ともに非正規雇用が増加し

ており、女性は過半数が非正規

雇用となっています。 

○子育て世代にあたる 30 代、40

代の男性に長時間労働者が多く

見られ、男性の育児への参画を

困難にする一因となっていま

す。 

○ほとんどの年齢層において、男

性より女性の方が貧困率が高く

なっており、中でも高齢単身世

帯や母子世帯の女性は特に厳し

い状況にあります。 

○自殺者の約７割が男性であり、

固定的性別役割分担意識による

男性役割のプレッシャーの影響

があるとの指摘があります。 

○ウィルあいちや愛知県女性相談

センターに寄せられた「配偶者

からの暴力」（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵﾚﾝ

ｽ。以下「DV」という。）の被害

に関する相談件数は増加傾向に

あります。 

○男女の身体的構造や生活習慣の

違いにより、男女間で異なる健

康上の問題が存在します。 

◆週労働時間が 60 時間以上の就業者の割合（全国）

資料：総務省「平成 21 年労働力調査」 

◆DV 被害に関する相談件数の推移（愛知県） 

◆共働き等世帯数の推移（全国） 

資料：内閣府「平成 22 年版男女共同参画白書」

※ウィルあいち及び愛知県女性相談センター 
に寄せられた相談件数の合計 

資料：県県民生活部、県健康福祉部 
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重点目標Ⅰ 男女共同参画社会に向けての意識改革 

人々の意識の中に長い時間をかけて形作られてきた性別に基づく固定的な役割

分担意識は、時代とともに変わりつつあるものの、いまだ根強く残っており、男女

共同参画社会を実現していく上で、大きな障害の一つとなっています。また、男女

共同参画は、これまで働く女性のみの課題として認識されることも多く、あらゆる

人々にとって必要であるという認識が十分に広まらなかったとの指摘があります。 

固定的性別役割分担意識を解消するとともに、男女共同参画が、女性だけではな

く、男性を含めたあらゆる立場や世代の人々にとって必要であるという認識が広ま

るよう、あらゆる人々を対象とした意識改革のための取組を進めていきます。 

 

 

◆男女共同参画に関する広報・啓発の推進 

・男女共同参画に関する県民の認識を深めるための広報・啓発活動を推進 

◆男女共同参画に関する情報の収集・提供 

◆男女共同参画の視点に立った公的広報の推進 

◆男女共同参画の視点に立った慣習・慣行の見直し 

◆男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

 

 

◆男性を対象とする広報・啓発の推進 

・男性にとっての男女共同参画の意義についての理解を促進するため、男性を対象とした

広報・啓発活動を推進 

◆男性が家庭・地域生活に参画しやすい職場環境づくりの推進 

◆男性の育児参画の支援 

◆高齢男性の地域活動への参画支援 

◆メンタルヘルス相談の充実 

 

 

◆子どもを対象とする広報・啓発の推進 

・子どもの頃からの男女共同参画の理解を促進し、将来を見通した自己形成ができるよう

に、子どもたちに分かりやすい広報・啓発活動を推進 

◆家庭教育の支援 

◆学校教育における教科・道徳・特別活動等での実践 

◆キャリア教育の推進 

◆教職員に対する男女共同参画の理解の促進 

 

基本的施策１ 男女共同参画の理解の促進

基本的施策２ 男性にとっての男女共同参画

基本的施策３ 子どもにとっての男女共同参画
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重点目標Ⅱ あらゆる分野への社会参画の促進 

男女共同参画社会を実現するためには、男女が社会の対等な構成員として、社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保されることが重要です。 

女性の参画をあらゆる分野において進めることは、将来にわたり活力ある社会を

築いていくため、多様な人材の能力を活用するとともに、多様な視点を導入し、新

たな発想を取り入れていくという観点からも、極めて重要な意義を持つことです。 

多様性に富んだ活力ある社会に向けて、女性が男性とともに、その能力を十分に

発揮して、社会のあらゆる分野で活躍できるよう、女性の参画を積極的に促進して

いきます。 

 

 

◆県の審議会等委員への女性の登用推進 

・「平成 32 年度末までに県全体として男女のいずれか一方の委員の数が、委員の総数の 40％

未満とならない状態」を目指して、女性委員の登用を推進 

◆県の管理職などへの女性の登用推進 

◆企業・団体等における男女共同参画の取組への支援 

・企業や団体等に対して、固定的性別役割分担意識の解消とポジティブ・アクションの必

要性についての理解を促進するとともに、男女共同参画に積極的に取り組む企業を評価 

◆女性の人材育成・能力開発 

・市町村の審議会等委員に登用されうる女性人材を育成するセミナーを実施 

◆女性のネットワーク形成の支援 

 

 

◆地域における女性リーダーの育成 

・講座や研修などの開催を通じて、女性の地位向上を推進し、地域に貢献する女性リーダ

ーを育成 

◆地域における男女共同参画の取組への支援 

・地域において男女共同参画に取り組む団体等に対して、情報交換や学習の機会の提供、

表彰、活動事例の紹介、連携・協働事業の実施などを行うことにより支援 

◆防災活動における女性の参画の促進 

◆環境活動における女性の参画の促進 

◆観光まちづくり分野における女性の参画の促進 

 

 

 

 

 

基本的施策４ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

基本的施策５ 地域活動における女性の地位向上と活動分野の拡大
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重点目標Ⅲ 多様な働き方を可能にする環境づくり 

男女共同参画社会は、男女ともに、仕事と家庭生活・地域活動など仕事以外の生

活との調和をとり、心豊かで充実した生活を送ることができる社会です。 
 しかし、非正規労働者の社会的・経済的地位の不安定さや正規労働者の長時間労

働、男性の育児休業取得や出産後の女性の継続就労の難しさなど、多くの労働者に

とって、仕事と生活の調和が実現しにくい状況にあります。 
このため、男女ともに働く人が、個人の置かれた状況に応じて、育児・介護休業

や子育て期間中の短時間勤務など、公正な処遇を伴う多様な働き方が選択できる雇

用環境づくりのための取組を進めていきます。 
 

 

◆男女の均等な雇用機会と待遇の確保を図る法令・制度の周知 

◆非正規労働者の雇用環境の整備の促進 

・非正規労働者向け専門相談窓口の設置や職業訓練の実施等により、正規雇用への転換を

支援等 

◆女性の再就職支援 

・相談の実施や、情報の提供、職業訓練の実施など、ニーズに応じた女性の再就職支援 

◆女性の起業等への支援 

◆女性医師等医療従事者に対する就業支援 

◆介護分野への就業支援 

◆農林水産分野における男女共同参画の推進 

・農山漁村の女性の経営や方針決定の場への参画促進 

・地域の農林水産物等の資源を活用した加工・販売等の６次産業化への取組推進 

 

 

◆ワーク・ライフ・バランスの普及 

・キャンペーンの実施や、学生や労働者に対するセミナーの開催等、官民が一体となった

ワーク・ライフ・バランスの普及活動の推進 

◆職場における仕事と家庭の両立支援の促進 

・仕事と生活の両立を支援する制度と職場環境を持ち、ライフステージに応じた多様で柔

軟な働き方を選択できるような取組を行うファミリー・フレンドリー企業の登録拡大 

・ファミリー・フレンドリー企業の地方公共団体との契約時における優遇など登録企業へ

の支援等 

◆保育所待機児童対策の推進 

◆多様なニーズに対応した保育サービスの充実 

◆放課後子どもプランの充実 

◆介護支援の充実 

基本的施策６ 就業環境の整備と就業支援

基本的施策７ 仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）の推進 
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重点目標Ⅳ 安心して暮らせる社会づくり 

昨今の世界的な金融危機に伴う経済・雇用環境の悪化、少子高齢化の進展に伴う

高齢者の急増、家族・地域・社会の絆の弱まりなどを背景に、貧困、地域からの孤

立、配偶者からの暴力、健康に関する不安など、様々な困難を抱える人々が増加し

ています。 
こうした困難の実態は、性別に関わる固定的な意識や、男女それぞれのライフス

タイルや置かれている状況などを背景に、男女間で異なるものとなっています。 
 このため、様々な困難を抱える人々に対して、男女共同参画の視点に立った支援

を行い、男女ともに、誰もが、家庭や地域で自立し、安心して暮らしていける社会

づくりに向けた取組を進めていきます。 
 

 

◆人権教育・啓発の推進 

・性別や、障害があること、外国人であること、同和地区出身であることなどを理由に、

自立や社会参画への意欲が妨げられることがないよう、人権意識の啓発等を推進。 

◆複合的に困難な状況に置かれている人々への支援 

◆母子・父子世帯の自立した生活に対する支援 

◆高齢者の自立した生活に対する支援 

◆外国人女性の自立した生活に対する支援 

 

 

◆ＤＶ理解のための広報・啓発の推進 

・ＤＶ理解のための研修会等への講師派遣や、啓発資料やホームページを活用した啓発を

進めるとともに、ＤＶ被害を受けた場合の相談窓口の周知 

◆ＤＶ被害者支援体制の充実 

・ウィルあいちと愛知県女性相談センターの相談事業の統合による相談体制の強化等 

◆性犯罪、売買春、人身取引、ストーカー行為などへの対策の推進 

◆セクシュアル・ハラスメントへの対策の推進 

 

 

◆性差を踏まえた健康づくりの支援 

◆性感染症対策や性教育の推進 

◆安心・安全な妊娠・出産への支援 

・周産期医療体制の充実 

・定期的な妊婦健康診査の必要性や妊娠・出産に関する正しい知識の普及 

◆不妊治療対策の推進 

◆子宮がん・乳がん検診の普及啓発 

基本的施策８ 人権の尊重と様々な困難を抱える人々への支援 

基本的施策９ 女性に対する暴力の根絶

基本的施策１０ 生涯を通じた健康づくりの支援
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計画の推進 

 

◆県における推進体制の強化 

◆市町村推進体制への支援 

◆大学、企業、ＮＰＯ、地域団体等との連携・協働の推進 

 

 

◆男女共同参画に関する知識や意識の普及 

◆相談体制の充実 

◆多様な主体との連携・協働・ネットワークづくり 

 

 

数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 推進体制の整備・充実

2 ウィルあいちを拠点とする推進

年度 数値 年度 数値

Ⅰ－１
固定的性別役割分担意識に反対する
（「どちらかといえば反対」を含む）人の割合

20 40％ 27 50％ 県民生活部

Ⅰ－１ ウィルあいち情報ライブラリーの利用者数 21 108,307人 27 118,000人 県民生活部

Ⅰ－１
社会通念・慣習・しきたりなどにおいて、
男女平等であると感じる人の割合

20 10.9％ 27 増加 県民生活部

Ⅰ－２
固定的性別役割分担意識に反対する（「どちら
かといえば反対」を含む）男性の割合

20 34.9％ 27 45％ 県民生活部

Ⅰ－２
男性の１日あたりの家事関連時間
（育児等含む）

18 35分 23 増加 県民生活部

Ⅰ－２ 県男性職員の育児参加休暇等の取得率 21 40.3％ 26 70％ 総務部

Ⅰ－３
キャリア教育の年間指導計画を作成している
学校の割合（小・中学校）

― ― 27 100％ 教育委員会

Ⅰ－３
インターンシップを実施する県立高等学校
の割合

21 73.2％ 27 100％ 教育委員会

Ⅱ－４ 県の審議会等に占める女性委員の割合 21 34.9％ 27 37.5％ 県民生活部

Ⅱ－４
県職員の管理監督者（知事部局・主査級以
上）に占める女性の割合

22 18.6％ 27 23％ 総務部

Ⅱ－４ 学校における女性教員の管理部門への登用 22 30.3％ 27 33％ 教育委員会

Ⅱ－４ 市町村の審議会等に占める女性委員の割合 21 24.3％ 27 30％ 県民生活部

Ⅱ－５ 自治会長に占める女性の割合 22 3.2％ 27 10％ 県民生活部

Ⅱ－５ NPO法人における女性代表者数 21 362人 27 550人 県民生活部

所管部局
目標体系

番号
項目名

現況
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年度 数値 年度 数値

Ⅲ－６ 女性（25～44歳）の労働力率 21 67.8％ 27
３ポイント

以上の上昇
産業労働部

Ⅲ－６
農業における女性が経営参画している
経営体数

21 1,075経営体 27 1,300経営体 農林水産部

Ⅲ－６
家族のルールの作成数
（家族経営協定締結数）

21 1,092戸 27 1,300戸 農林水産部

Ⅲ－６ 農業委員のうち女性数 21 73人 27 100人 農林水産部

Ⅲ－６ 農協役員のうち女性数 21 14人 27 40人 農林水産部

Ⅲ－６ 農村生活アドバイザー認定者数 21 674人 27 770人 農林水産部

Ⅲ－７ ファミリー・フレンドリー企業の登録数 21 620社 27 860社 産業労働部

Ⅲ－７ 低年齢児保育の受入児童数 21 16,157人 26 20,100人 健康福祉部

Ⅲ－７ 病児・病後児保育の実施箇所数 21 24か所 26 42か所 健康福祉部

Ⅲ－７ 延長保育の実施箇所数 21 336か所 26 369か所 健康福祉部

Ⅲ－７ 休日保育の実施箇所数 21 20か所 26 39か所 健康福祉部

Ⅲ－７ 放課後児童クラブの実施箇所数 21 561か所 26 650か所 健康福祉部

Ⅲ－７ 放課後子ども教室実施市町村数 21 35市町村 26 全市町村 教育委員会

Ⅳ－８ 母子自立支援給付金新規給付人数
(あいち はぐみんプランの計画期間内（平成21～26年度）の累計）

20 101人 26 580人 健康福祉部

Ⅳ－８
高齢者見守りネットワークの取組等の
実施市町村数

― ― 27 全市町村 健康福祉部

Ⅳ－８ 多文化ソーシャルワーカー養成数 21 72人 24 100人 地域振興部

Ⅳ－９
配偶者や恋人など親密な関係の人から受ける暴力
をいわゆるDVと呼ぶことを知っている人の割合

20 83％ 27 100％
県民生活部
健康福祉部

Ⅳ－９ DVに関する相談窓口の認知度 20 52.7％ 27 60％
県民生活部
健康福祉部

Ⅳ－10
10代の人工妊娠中絶実施率
（15歳から19歳の女性人口千対）

21 7.1 26 5.2 健康福祉部

Ⅳ－10 総合周産期母子医療センター数 22 ３か所 27 ５か所 健康福祉部

Ⅳ－10 子宮がん検診受診率 20 21.7％ 24 50％ 健康福祉部

Ⅳ－10 乳がん検診受診率 20 14.0％ 24 50％ 健康福祉部

項目名
現況体系

番号

目標
所管部局
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